
（単位：百万円）

Ⅱ．地方の創生、人口減少の克服

　（１）「コンパクト＋ネットワーク」の推進

コンパクトシティの形成支援 100

都市機能の立地に関するコーディネート支援の強
化

200

防災・省エネまちづくり緊急促進事業 3,500

地域公共交通の再構築に向けた都市・地域交通戦
略推進事業の推進

1,000

○「小さな拠点」の形成推進
「小さな拠点」を核とした「ふるさと集落生活
圏」の形成推進

451

○地域の公共交通ネットワークの再構築 地域の公共交通ネットワークの再構築 8,816

○地域鉄道の安全性向上・活性化 地域鉄道の安全輸送の確保 4,776

拠点等を守るための水害・土砂災害対策 100,698

特定地域都市浸水被害対策事業の創設 400

道路ネットワークによる地域・拠点間の連携確保 274,654

「賢く使う」インフラマネジメントの推進 16

○社会資本整備の重点化（社会資本整備総合交
付金）

社会資本整備総合交付金 247,325

　（２）産業・観光振興等による活力ある地域の形成

「広域観光周遊ルート」（骨太な「観光動線」）
の形成の促進

1,400

歴史的風致を活用した広域観光周遊ルートの形成
に向けた環境整備

200

観光資源を活かした地域づくり施策と、観光振興
のための施策の一体的実施

500

海洋観光の列島展開（クルーズ・国内船旅・マリ
ンレジャーツーリズムの推進）

60

北海道産食の魅力発信 34

○地方空港・地方航空ネットワークの活性化 空港の利便性向上による地域の活性化 3,829

ミズベリング・プロジェクトの推進 9

地域活性化を促進する景観・歴史的風致形成の推
進

150

地方のシンボルや観光拠点となる都市公園の整備 2,520

○地域交通のグリーン化、超小型モビリティの
導入促進

地域交通のグリーン化を通じた電気自動車の加速
度的普及促進

500

○コンパクトシティの推進

○リスク軽減のための拠点の集約と安全・安心
の確保

○道路ネットワークによる地域・拠点の連携と
インフラを賢く使う取組の推進

○広域観光周遊ルートの形成促進など、地域の
観光振興の促進

○魅力ある空間の創出

１．「新しい日本のための優先課題推進枠」要望事項

項目 概要
平成27年度

優先課題推進枠
要望額



（単位：百万円）

項目 概要
平成27年度

優先課題推進枠
要望額

地域居住機能再生推進事業 29,861

クラウドファンディングを活用したまちづくり活
動の支援

300

下水処理場における総合バイオマス利活用の検討 25

地方都市の不動産ファイナンス等の環境整備 40

不動産市場の変化に対応した鑑定評価手法の検討 25

不動産流通市場における情報ストック整備・提供
方法に関する調査・検討

45

不動産価格の動向指標の構築 60

中古不動産の取引環境整備等に係る調査・検討 40

都市部官民境界基本調査 903

地価公示の充実 376

○地域経済を支える造船業の競争力強化 造船業における人材の確保、育成 210

離島の振興 200

奄美群島の振興開発 200

小笠原諸島の振興開発 612

半島地域の振興 300

アイヌの伝統等に係る体験交流等活動プログラム
の策定

49

オリンピック・パラリンピック東京大会に向けた
アイヌ文化等の情報発信方策の検討

27

アイヌの精神文化尊重機能を有する施設のイメー
ジ構築

13

○北海道産農水産品等の輸出拡大の推進
北海道産農水産品等の輸出拡大につながる食関連
産業等の育成を支える社会資本整備

1,275

　（３）子育て・高齢化に対応した豊かな生活環境の整備

○子育て支援・福祉政策と連携した住宅等の整
備促進

スマートウェルネス住宅等推進事業 8,000

○空き家の活用と中古住宅・リフォーム市場活
性化

長期優良住宅化リフォーム推進事業 7,279

首都圏の主要駅、観光地周辺等のバリアフリー化
調査等

30

鉄軌道駅の大規模なバリアフリー化の推進 200

○公共施設・空間を活用したビジネス・雇用機
会の創出

○不動産市場の活性化、地籍整備の推進、地価
公示の充実

○離島、奄美群島、小笠原諸島、半島等の条件
不利地域の振興支援

○アイヌ文化復興等の促進のための民族共生の
象徴となる空間の整備

○鉄軌道駅のバリアフリー化等の推進



（単位：百万円）

項目 概要
平成27年度

優先課題推進枠
要望額

　（４）国土計画の再構築

○地方への国や企業の機能・施設等の移転促進
等に向けた取組

地方への国や企業等の機能・施設等の移転促進に
向けた調査・検討

30

国土形成計画の改定等に関する経費 30

地域戦略事業の推進 20,000

小計 721,268

Ⅲ．国民の安全・安心の確保

　（１）防災・減災、老朽化対策

土砂災害に係る警戒避難体制の強化に資するガイ
ドライン作成

9

水災害分野における気候変動適応策の順応的な推
進のための調査・検討

51

気候変動による危機的な渇水に対する対策 20

雨水の利用の推進 34

地下駅を有する鉄道の浸水対策の促進 1,720

台風・集中豪雨等に対する防災情報の強化 596

地震・津波・火山に対する防災情報の強化 3,016

○電子防災情報システムの更なる強化 災害発生時の応急活動の強化・充実 109

首都直下地震時の首都中枢機能維持に必要な電力
の確保

2,997

南海トラフ巨大地震による浸水想定区域の土地有
効活用の検討

15

官民協議会による帰宅困難者対策の促進 100

地下街の防災対策の推進 831

国営公園における防災拠点機能等の強化 279

防災情報提供戦略の検討 12

防災技術開発の推進のための調査検討 14

海岸保全施設の耐震・耐津波性能の強化 2,592

○密集市街地対策の推進、住宅・建築物の耐震
化の促進

密集市街地における総合的防災対策の推進 4,000

災害に強い物流システムの構築 227

道路ネットワークによる地域・拠点間の連携確保
【再掲】

274,654

東京湾における一元的な海上交通管制の構築 2,307

○気象等の監視・予測システムの強化

○南海トラフ巨大地震・首都直下地震対策等の
推進

○災害時における人流・物流の確保

○タイムラインの導入、地下街等における避難
確保対策 、「多重防御」の考え方に基づく防
災・減災の推進

○「国土のグランドデザイン2050」等を踏まえ
た国土形成計画の見直し等



（単位：百万円）

項目 概要
平成27年度

優先課題推進枠
要望額

激甚な水害・土砂災害を契機に緊急的に実施する
災害対策

96,614

社会資本整備分野における地球温暖化対策（適応
策）に係る調査・検討

20

モニタリング技術の普及に向けた課題検討 10

社会資本情報プラットフォームの構築 60

インフラ維持管理に資する新技術の開発・現場へ
の導入促進

11

地方公共団体における円滑な維持管理の推進 23

下水道革新的技術実証事業（Ｂ－ＤＡＳＨプロ
ジェクト）によるＩＣＴを活用した効率的な下水
道施設の診断技術の実証

810

防災のための下水道管理手法の調査 63

道路の老朽化対策 24,500

都市公園の戦略的な維持管理・更新の推進 4,297

青函トンネルの機能保全 1,620

○次世代社会インフラ用ロボット開発・導入の
推進

次世代社会インフラ用ロボット開発・導入の推進 390

○地域における総合的な防災・減災対策、老朽
化対策等に対する集中的支援（防災・安全交付
金）

防災・安全交付金 293,859

○年度途中に必要となった緊急的な被害の未然
防止対策を機動的に支援

災害対策等緊急事業の推進 1,781

　（２）戦略的海上保安体制の構築等

○尖閣領海警備専従体制の確立等 戦略的海上保安体制の構築 24,974

小計 467,961

Ⅳ．成長戦略の具体化

　（１）国際競争力の強化

業務継続地区の構築 1,000

ＭＩＣＥ誘致のための環境整備 2,000

○効率的な物流ネットワークの強化 効率的な物流ネットワークの強化 125,956

○首都圏空港等の機能強化 首都圏空港の機能強化 14,514

○都市鉄道ネットワークの充実 既存の都市鉄道網を活用した連絡線の整備等 8,845

○気候変動等に備えた災害リスクの最小化のた
めの水害・土砂災害対策、既設のインフラを賢
く使う取組

○インフラ老朽化対策等のための戦略的な維持
管理・更新の推進

○防災性や環境性を備えた業務継続地区の構築
や国際交流機能の強化



（単位：百万円）

項目 概要
平成27年度

優先課題推進枠
要望額

国際コンテナ戦略港湾の整備 58,746

国際コンテナ戦略港湾への集貨等の促進 1,336

○競争力強化のための社会資本の総合的整備
（社会資本整備総合交付金）【再掲】

社会資本整備総合交付金 247,325

官民連携基盤整備推進支援事業の推進 40

官民連携による効率的な社会資本の整備・管理推
進

75

官民連携による効率的な社会資本の整備等に必要
な情報基盤等の整備推進

75

民間活力イノベーション推進下水道事業の拡充 200

海洋権益の確保 326

海洋産業の戦略的振興のための総合対策（海洋開
発関連技術研究開発に対する支援の拡充）

700

新たなエネルギー輸送ルートにおける海上輸送体
制の確立

510

海洋エネルギー活用・水素社会実現に向けた安
全・環境対策

290

船舶によるＣＯ２の海底貯留導入促進のための安
全・環境対策

100

海洋構造物に係る研究開発のための基盤の強化 1,039

官民連携による海外交通プロジェクトの推進 212

建設技術の国際展開に資する技術情報共有支援 13

戦略的経済外交に資する我が国建設関連企業の進
出支援

30

官民連携による海外インフラプロジェクトの推進 30

各国政府と連携した戦略的な市場環境整備 33

知的財産を活用した海外展開の促進 11

水関連分野の防災協働対話推進のための調査・検
討

23

新興国等における水防災技術の現状に関する調
査・検討

16

道路分野の海外展開支援に係る経費 139

物流産業イノベーションの推進
（物流情報サービスネットワークのＡＳＥＡＮ諸
国等への拡大の検討、物流機材のリターナブル
ユースに向けた環境整備事業）

28

ソリューション提案型モデルの構築 75

○海洋の開発・利用・保全の戦略的な推進

○インフラシステム輸出等の推進

○国際コンテナ戦略港湾政策の深化と加速

○ＰＰＰ／ＰＦＩの推進



（単位：百万円）

項目 概要
平成27年度

優先課題推進枠
要望額

　（２）現場を支える技能人材の確保・育成対策等

建設業における女性の更なる活躍の推進 50

建設分野における外国人材活用の適正化事業 180

下請指導合理化の推進 25

建設労働需給調整システム及び多能工の活用によ
る専門工事業者の繁閑調整手法の検討

31

多様な入札契約方式等の導入・活用の促進 105

現場施工の省力化・効率化に資するインフラ構造
に係る技術研究開発の推進

35

自動車運送事業等における人材の確保・育成に向
けた取組の推進

150

操縦士、整備士・製造技術者の養成・確保対策 725

内航船員就業ルート拡大支援事業 92

新たなエネルギー輸送の増加に対応するための船
員の確保・養成

41

アジア地域における船員養成の支援 40

効果的な実習を実施するための施設整備 100

造船業における人材の確保、育成【再掲】 210

海洋産業の戦略的振興のための総合対策（海洋資
源開発の基盤となる技術者の育成）

320

　（３）訪日外国人２０００万人時代に向けた観光立国の推進

訪日プロモーションの戦略的拡大・強化及びＭ
ＩＣＥの誘致・開催の促進

日本政府観光局（ＪＮＴＯ）運営費交付金 10,376

「広域観光周遊ルート」（骨太な「観光動線」）
の形成の促進

1,400

歴史的風致を活用した広域観光周遊ルートの形成
に向けた環境整備

200

観光資源を活かした地域づくり施策と、観光振興
のための施策の一体的実施

500

海洋観光の列島展開（クルーズ・国内船旅・マリ
ンレジャーツーリズムの推進）

60

北海道産食の魅力発信 34

ミズベリング・プロジェクトの推進 9

地域活性化を促進する景観・歴史的風致形成の推
進

150

地方のシンボルや観光拠点となる都市公園の整備 2,520

○イノベーションをもたらす地理空間（Ｇ空
間）情報の整備・活用の推進

高精度測位技術を活用したストレスフリー環境づ
くりの推進

260

小計 228,891

合計 1,418,121

○建設業、運輸業、造船業等における人材確
保・育成

○広域観光周遊ルートの形成促進など、地域の
観光振興の促進【再掲】

○魅力ある空間の創出【再掲】

（注）計数は、四捨五入の関係で端数において合計と一致しない場合がある。


